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研究成果の概要（和文）：太平洋戦争での敗戦、連合国による日本占領改革とアジアの戦後処理の過程と現状に
ついて、宗教学・社会学の専門家による共同研究である。日本及び海外（米、英、韓、露、蘭、インドネシア）
の関係公文書を調査し、天皇制や日本宗教に対する連合国間の大きな方針の相違を確認し、GHQによる占領政策
の困難や混乱の要因を解明した。戦後処理では、激戦地であった沖縄諸島と奄美・本土での戦争体験や戦後復興
の相違と多様性が明らかになり、また戦没兵士の遺骨収集における太平洋諸島と沖縄などでの差異と課題、豪州
の日本人兵士墓地の存在など忘却されていた歴史・人々を再発見できた。この戦後処理が今日の諸ナショナリズ
ムの素因と言えよう。

研究成果の概要（英文）：This joint research project by scholars from religious studies and sociology
 focused on the defeat in the Pacific War, the processes of occupation reform, and postwar 
developments in Asia. Scholars investigated official documents in Japan and from overseas (US, UK, 
Korea, Russia, Indonesia, the Netherlands). A significant difference in the policies of the Allied 
Powers towards the Emperor system and Japanese religions was found. Factors surrounding the 
difficulties and confusion faced in defining and implementing occupation policy were clarified. 
Moreover, compared to the mainland's war experiences and postwar reconstruction, Allied Powers 
handling of Okinawa and Amami archipelagos differed. Furthermore, the forgotten history of issues 
people faced in the collection of the remains of war dead soldiers, and the existence of a Japanese 
(soldier) cemetery in Australia was rediscovered. These postwar processes can be said to be the root
 of the various dispositions of nationalism today.

研究分野：宗教社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
戦後 70 年以上が経過した現在でも日本を
含めた東アジアをめぐる国際情勢は、第二次
世界大戦後の連合国による占領と戦後処理
の影響を大きく受けている。日本の宗教、宗
教制度に対するその影響についての研究は、
阿部美哉やウッダードの研究、井門富二夫編
『占領と日本宗教』（1993年）などであるが、
それ以降に多くの史料の発掘・発見があり、
従来の戦後レジームに対する新たな認識を
構築する必要性が高まっていた。 

 
２．研究の目的 
本研究は、（１）アメリカのみならず他の
連合国の対日占領政策、とくに宗教に関する
戦後処理に関する新しい資史料による再検
討を行い、（２）文献資料のみでなく、日本
の旧植民地、旧日本軍の戦闘地域での、戦後
処理が実際にどのように行われたか、近隣諸
国での現地調査を基にした、より実証的な研
究を行って、これまでの研究を広く深く展開
することを目的とした。 

 
３．研究の方法 
上記目的を達成するため以下の研究方法
をとった。 
（１）より広範なアーカイヴ調査 
（２）現地調査による実態解明 
（３）複合的アプローチによる戦後処理の多
様な現実を浮かび上がらせる 
 
４．研究成果 
 本研究に参加した各研究者の主要な研究
と成果を以下に記す。 
（１）中野毅 
 沖縄・南西諸島の前大戦と戦後の状況に関
する公文書調査と現地調査、また米国・連合
国の日本占領に関する公文書、史料の再調査
を行った。 
 沖縄県公文書館は米軍政期から琉球政府
樹立による米国の間接統治期間に関する優
れたアーカイヴであり、宗教問題に関する史
料を精査した結果、戦前の「宗教団体法」が
米軍統治下の南西諸島で日本本土復帰（沖縄
1972 年）まで存続・運営されていたことを
発見した。その下で創価学会など戦時中は抑
圧された新宗教教団が宗教法人格を取得し
て活動を展開していた。他方、同法では法人
格を認められなかった神社等は社団法人等
を組織して維持されていたことが判明した。
そして本土復帰に際し、旧神社明細帳の復旧
によって本土の宗教法人法での法人格の一
括取得がなされたこと等が明らかになった
（中野・論文 2014に詳述）。 
 現地調査として沖縄本島、宮古島、石垣島、
奄美大島など諸島を訪れて史料調査を行う
とともに、各島の主な神社、宗教施設を訪問
し、戦時体験と戦後の状況について聞書き調
査をした。その結果、沖縄県護国神社は他県
の護国神社と異なり沖縄戦での戦死者すべ

てを合祀し、多くの島民の募金によって再建
されたこと、石垣島には戦時中に日本軍が建
てた八重山神社があったが、空襲で破壊され
たまま消滅し、石垣また奄美には中心的神社
は現在存在しない。総じて、米軍統治下にあ
った南西諸島は現沖縄県の諸島においても
戦時体験と戦後の再建は多様な様相であっ
たこと、それは一足早く日本復帰した奄美群
島は、沖縄とも異なる独自のアイデンティテ
ィーを古くから持っていたこともあって顕
著であること等が明らかになった。 
 米国立公文書館での占領軍文書調査では、
憲法や天皇制に関する国民の多様な見解や
新宗教についての詳細な記録を多数収集し
た。その中から発見した興味深い事例は、終
戦後に宗教者・団体とも政治活動を活発化さ
せ、各級議会選挙に出馬したのみでなく、
1948 年に宗教政党が相次いで結成されてい
た。5月 3日に結成宣言をした「日蓮党」、11
月 19 日に設立大会を行った「第三文明党」
である。従来、戦後日本における初の宗教政
党は 1964 年に創価学会が設立した公明党で
あると考えられてきたが、それ以前に二つの
宗教政党が存在したのである。忘却された戦
後宗教史の再発掘である（中野・図書 2017）。 
 
（２）西村明 
ミクロネシアにおける日本の信託統治期
から米軍占領期・信託統治期の宗教政策につ
いて資料調査を担当した。 
 まず、ミクロネシア、とりわけマリアナ諸
島の戦争の記憶と戦後史の理解にとって重
要な研究であるキース・カマチョの著作を町
泰樹と共訳し刊行した（西村・図書：カマチ
ョ 2016）。同書で、戦後グアムの解放記念日
が宗教的行列から世俗的パレードへと変化
する様態、日本占領下で統治政策に抵抗して
虐殺されたドゥエニャス神父をめぐる記念
の展開は本科研のテーマにも大きく関わる
問題である。 
 ミクロネシアにおける米軍占領期・信託統
治期の宗教政策に関しては、ドロシー・エリ
ザベス・リチャードの研究とハワイ大学マノ
ア校の太平洋諸島信託統治領アーカイヴ史
料から、米海軍の戦中から戦後の統治期にお
ける宗教政策は、日本人の多くが戦後引き揚
げたため、神道や仏教などの日系宗教につい
ての措置については言及がなく、現地住民に
対するキリスト教宣教活動とミッション・ス
クールの教育活動に対する監督・支援が主で
あったこと、1950 年代から始まる日本政府
の遺骨収集事業に対して、米海軍政府が具体
的な現地調整に関わっていたことが明らか
になった。 
 
（３）粟津賢太 
戦没者追悼式に関する調査と研究を日本、
英国、米国を中心に行った。沖縄県公文書館
所蔵の米国民政府（USCAR）資料から、沖
縄における遺骨収集の問題を米国大使館、日



本政府、琉球政府の三者間で大きな議論とな
っていたこと把握し、その後の展開と現状を
調べるため、実際の収集作業にも参加した。 
また、日本の諸追悼式において現在も行わ
れている「黙祷」の成立にいたる文化的な起
源を明らかにするため、黙祷の歴史に関して
英国国立公文書館および国立戦争博物館の
資料、米国議会図書館における「アメリカの
記憶アーカイヴ」を調査した。 
さらに、ナショナリズム研究と関連づけた、
戦没者追悼の制度と文化に関する歴史社会
学的研究を行った。近代国家は大量の戦没者
を出す近代戦において、死を正当化する言説
と追悼儀礼を創造し、それを具象化・再生産
する社会的装置（英国のウォー・メモリアル
や英連邦戦死者墓地、日本の招魂碑や忠魂碑、
忠霊塔等）を作ることでナショナリズムを強
化した。戦没者や殉職者の公的慰霊は、近代
以前の伝統をもとに、近代に創出され、形成
されてきた制度であり文化であることを実
証できた。このことは日本のみならず、英米
両国にも当てはまる。これらを資料的に裏付
け、その成果を単著（粟津・図書 2017）、論
文（粟津・論文 2015、2016）、学会発表(粟
津 2014，2016)で公表した。 

 
（４）平良直 
沖縄の初期占領期から本土復帰までの期
間の占領軍、特に琉球列島米国民政府
（USCAR）（1950 年）の宣撫活動が宗教へ
の施策とどのような関係があるのかを明ら
かにするため、沖縄県公文書館で初期占領時
の会議録、宣撫広報誌、フライマス文書等を
収集分析し、学会発表した（平良 2016）。 
沖縄占領直後に設立された統治組織・沖縄
諮詢会（1945）や沖縄民政府（1946）の構成
員は米軍によって人選され、その中でキリス
ト教信者が中心的な役割を果たした。諮詢会、
民政府の文化部はキリスト者であった當山
正堅が部長となり、戦後の荒廃のなか「新沖
縄建設」の目標を掲げ、社会教育の面から新
しい沖縄社会を創造しようとした。琉球民政
府の公文書記録にある文教局文化部の「指導
原理」には、沖縄社会に新しい宗教（キリス
ト教）を根付かせようとする意図が読み取れ、
占領下の沖縄社会の親米化を促進しようと
するUSCARの宣撫活動と親和性があったこ
とがわかる。この「指導原理」はその後も影
響力を保持し、『守礼の光』や『今日の沖縄』
などの出版物をとおして、「民主主義」、「反
共産主義」、「琉球・沖縄文化の尊重」、「親米
的社会の形成」、「社会道徳の順守」、「非日本
としての琉球・沖縄」との方針で親米的社会
を創ろうとした。『守礼の光』の誌面の記事
に「宗教的信条に即した生活を推奨」する志
向性も読み取ることができる。これらの宣撫
施策は沖縄内部における宗教的な信条をも
った知識人、特に占領軍のチャプレン、軍属
と近しい関係にあったキリスト者たちが大
きな役割を果たしていたことを把握した。 

 
（５）小林和夫 
日本占領期ジャワにおける軍政当局の①
宗教（イスラーム教）政策と方針、②宗教（イ
スラーム教）観、③翼賛運動に関する史資料
調査を実施した。史資料は、日本占領期に発
行されていた①新聞−「ジャワ新聞」「カナジ
ャワ新聞」（日本語）、「アシア・ラヤ」「スア
ラ・アシア」（インドネシア語）、②雑誌−『新
ジャワ』（日本語）、『ジャワ・バル』（日本語・
インドネシア語）、③年鑑−『ジャワ年鑑』（日
本語）、『アルマナック・アシア・ラヤ』『ア
ルマナック・スアラ・アシア』（インドネシ
ア語）、④アーカイヴ資料を閲覧した。史資
料調査は、①②③はライデン大学附属図書館、
およびインドネシア国立図書館、④はオラン
ダ国立戦争資料研究所（NIOD）をおもに利
用した。 
 本研究で明らかになったことは、ジャワの
軍政当局によって、①イスラーム教の教義が
日本の皇国史観と親和性をもつ点が強調さ
れたこと、②ジャワの伝統的な精神とされた
「相互扶助」（ゴトン・ロヨン）が、日本の
「滅私奉公」「職域奉公」などのイデオロギ
ーと同一のものとされ、東洋の根本精神とと
らえ直されたこと、③上記①②はいずれも、
西欧の個人主義・自由主義と対置されるかた
ちで喧伝されたことが明らかとなった。成果
の一部は（小林・論文 2017）にて公表した。 
 
（６）井上大介 
米コロンビア大学バトラー図書館にて米
占領軍の対日政策に関する 1000 頁にわたる
オーラル文書を入手。同資料を通じ、特にア
メリカの日本占領政策における医療政策と
大学の関係を整理することができた。具体的
にはアメリカの医療政策と東京大学をはじ
めとする旧帝国大学の関係性、アメリカにお
ける当時の日本の医療制度や医療技術に関
する見解などを整理することができた。 
 また、米国立公文書館にて 500頁にわたる
第二次大戦中のアメリカ情報局等の資料を
入手。同資料の中には『菊と刀』の元となる
データがふくまれており、当時の米情報局お
よびそこに所属する人類学者ルース・ベネデ
ィクトの米国政府への立場を理解すること
ができた。 
また当時のアメリカにおける日本の天皇
制をめぐる態度についても理解を深めるこ
とができた。 

 
（７）田村恵子 
今回の研究プロジェクトでは、戦後処理の
一環として海外戦没者の遺骨をどのように
扱ったかに関しての史料調査を実施した。オ
ーストラリアのニューサウスウェールズ州
カウラ市には、1964 年に日本政府が設立し
た日本人戦争墓地があり、525基の墓がある。
その約半数は豪国内で捕虜死をした日本人
軍人の墓で、残りは豪国内抑留所内で死亡し



た民間人の墓である。本研究の目的は、戦没
者遺骨は日本への還送を原則としているに
もかかわらず、なぜ日本政府は日本人戦争墓
地をカウラに設立して遺骨を還送しなかっ
たのか、またなぜ埋葬者に関する公式調査が
実施されることなく遺族に墓の存在が通知
されなかったのかについて明らかにするこ
とであった。調査は、東京の外交史料館、豪
国立公文書館と豪戦争記念館で実施し、長野
県とメルボルンで遺族や関係者への聞き取
りも行った。 
調査の結果、第一に厚生省がシベリア抑留
者の遺骨の扱いとの整合性を持たせるため
に、オーストラリアからの遺骨の還送を先延
ばしにしたこと、第二に、太平洋戦争中の「捕
虜は恥である」という考え方が捕虜死埋葬者
に関する調査を中止させたこと、第三に捕虜
死をした軍人遺族が遺族年金制度から除外
されていたこと、第四に民間人抑留死亡者に
関しては墓設置後は調査が全く実施されな
かったことがわかった。本研究は、日本政府
による戦後処理の対象から捕虜死軍人や民
間人抑留死亡者がはずされた一方、日本人墓
地自体は日豪和解の証という形の象徴化さ
れてきたことを明らかにした。 
 
（８）マリンズ、マーク 
「占領期における神道およびキリスト教に
対する処遇に関する比較研究」とのテーマで、
占領軍宗教局およびゴードン・ウィリアム・
プランゲ文庫を中心とする占領軍検閲局
（Civil Censorship Department）のアーカ
イヴを対象に、占領軍における対日宗教政策
についての資料を精査した。 
 宗教局のアーカイヴ調査では、宗教局の占
領期初期の姿勢が、すべての日本宗教を公平
に扱うといったものであった。しかし占領軍
最高司令官ダグラス･マッカーサーの意図、
つまり日本における民主主義の確立のため
にはキリスト教化が必要であるとの考えに
沿って、初期以降の占領政策では、キリスト
教諸派への優遇政策が展開され、他方、神道
諸派に対しては制限が設けられていったと
いう事実が判明した。 
 検閲局のアーカイヴ調査では、占領期のキ
リスト教普及の事例が数多く紹介されてい
るが、その中では、どの資料が公刊されてい
るのか、またどのような神道に関する資料が
削除あるいは抑制されたかについて確認で
きた。さらには、どのようにして初期の占領
軍宗教政策が変化し、キリスト教諸派への直
接的なサポートが展開されていったかとい
う事実に関し、権力と結びついた諸個人によ
る影響という観点から情報を得た。 
 マッカーサーによって、明治初期から日本
政府が神道に与え特権が、占領期には占領軍
および米国政府によるキリスト教への準公
的なサポートに置換されていったのである
（マリンズ・図書 2017）。 
 

（９）フィスカーニールセン、アンネメッテ 
英国公文書館所蔵の英国外務省記録（日本
関連、1944-1952）、沖縄県公文書館の 1944
～1960年代の宗教団体関連資料を精査した。 
英公文書からは日本の天皇制問題、宣教師
の派遣支援、日本の宗教対する英政府のアプ
ローチと姿勢に焦点を当てて調査した。1944
年にすでに日本の敗北後の「天皇問題」に取
り組む方法を議論しており、米国の強硬な姿
勢から天皇を退位させることも解決策の一
つと考えていたこと、つまり英政府が必ずし
も天皇を擁護しようとは考えていなかった
ことは重要な発見であった。また天皇が神聖
であるとの観念は最も危険で排除されなけ
ればならないこと、その観念は日本でも必ず
しも広く受け入れられてはいないと判断し、
皇居や寺院等への爆撃は天皇崇拝を強化す
る恐れがあるため反対する等、重要な発見が
あった。 
沖縄県資料からは、宣教師に対する米政府
の支援を中心に分析した。占領初期の状況は
ホプキンス報告書に詳しいが、沖縄は宣教師
の派遣に反対しないと判断し、キリスト教諸
教会が政府の支援を受けて早期に自立し、米
海軍と国際宣教協議会などの協力によって
戦後沖縄社会の重要な一部となることを目
指していたこと等が明らかとなった。 

 
（10）宮川真一 
「占領期におけるソ連の対日宗教政策」との
テーマのもと、ロシア国立社会政治史文書館
にてソ連共産党中央委員会の『日本新聞』に
関するマイクロ資料を、ロシア連邦国立文書
館でソ連閣僚会議付属宗教問題評議会の日
本における正教会に関するマイクロ資料を
収集した。ロシア国立図書館、各種書店では
文献資料を収集した。 
日本人シベリア抑留者のためにソ連が最
も重要な手段として使った『日本新聞』の内
容分析は、日ロ両国においても未開拓のテー
マである。このメディアにおける天皇関連報
道を分析し、占領期ソ連の対日政策には戦犯
としての天皇の処罰、天皇制の廃止が主張さ
れていたことが裏付けられた。 
同紙の天皇関連報道は日本国憲法の成立
を視野に入れたものであったことを示して
おり、また「天皇制反対 6 割」「最大の戦争
犠牲者たるわれらの怒りを天皇制打倒へ」と
いった見出しが掲げられ、国際関係、政治、
経済、社会、文化などあらゆる分野から天皇
制を批判する内容となっている。同紙の描く
天皇像は、占領期ソ連の対日宗教政策を浮き
彫りにするものであると言えよう。 
 
（11）白恩正 
韓国における米軍政期の宗教政策、特に基
督教と国家権力との関係を中心に、韓国国立
中央図書館及び国会図書館を利用し、米軍政
関連資料集、新聞、雑誌を収集した。 
 戦後の韓国キリスト教徒は 1945 年の



382,800 人から 1955 年には 1,324,258 人へ
と 345.9％も増加した。この驚異的な拡大は
キリスト教と国家権力との深い関係を抜き
にしては説明できない。調査の結果、以下の
点を確認できた。 
１）米軍政期の各界の韓国人リーダーは、戦
前は朝鮮総督府の下位パートナ、戦後は米軍
政の下位パートナとなり、やがて戦後韓国の
新しい政治権力へと成長した。米軍政が人材
を登用する際考慮したのは、①政治権力への
順応性、②英語能力、③親米・反共的性格の
人であった。これは民族主義者、反米者、左
派、中道派が排除されたことを示している。 
2）韓国キリスト教の戦後の再建にあたって、
戦前の神社参拝に同調・黙認者たちが教会の
中心者となった。この過程で戦前の神社参拝
に反対し投獄された人々は排除された。この
ような政治権力への順応性は、のちの李承晩
政権の反共・単政（韓半島の単独政府）路線
を支持し、朴正熙の軍部独裁政権の反共路線
を支持することにもなった。これに呼応して、
米軍政と李承晩政権はキリスト教に積極的
な優遇政策をとる。この国家権力とキリスト
教との関係は信者の拡大に大きく寄与した
と見られる。 
 以上のことから、戦後に独裁政権を生み出
し、韓国の最大宗教団体であるキリスト教会
が反民主主義的な様相をみせた原因の一つ
は、未だに行われていない戦前の歴史清算と
も大きく関わっていると思われる。 
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